
大和市養育医療に関する規則をここに公布する。 

平成２５年３月２９日 

大和市長 大 木  哲   

大和市規則第２４号 

大和市養育医療に関する規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、母子保健法（昭和４０年法律第１４１号。以下「法」という。）第２０条第

１項に規定する養育医療について、母子保健法施行令（昭和４０年政令第３８５号）及び母子保

健法施行規則（昭和４０年厚生省令第５５号。以下「省令」という。）に定めるもののほか、必

要な事項を定めるものとする。 

（養育医療の給付申請） 

第２条 省令第９条第１項の規定による申請を行おうとする者（以下「申請者」という。）は、養

育医療給付申請書に法第２０条第４項に規定する指定養育医療機関（以下「指定養育医療機関」

という。）の医師が作成した養育医療意見書（以下「養育医療意見書」という。）、世帯調書及

び生活状況を証明する書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 前項の生活状況を証明する書類は、次の各号の区分に応じ、当該各号に定めるものとする。た

だし、市長は、当該書類により証明すべき事項を公簿等により確認することができる場合は、当

該書類の添付を省略させることができる。 

(1) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定による被保護者 福祉事務所長がその旨を

証明する書類 

(2) 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法

律第３０号）の規定による支援給付を受けている者 その旨を証明する書類 

(3) 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税が課されていない者（前２

号に掲げる者を除く。） 当該市町村長が申請の日の属する年度の市町村民税が非課税又は免

除とされている旨を証明する書類 

(4) 所得税法（昭和４０年法律第３３号）の規定による所得税が課されていない者又は災害被害

者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律（昭和２２年法律第１７５号）の規定により

所得税が免除されている者（前３号に掲げる者を除く。） 税務署長又は源泉徴収義務者が申

請の日の属する年の前年の所得税が非課税又は免除とされている旨を証明する書類並びに市町

村長が申請の日の属する年度の市町村民税の均等割額及び所得割額を証明する書類 



(5) 所得税法の規定による所得税が課されている者 税務署長又は源泉徴収義務者が申請の日の

属する年の前年の所得税額を証明する書類 

３ 市長は、第１項の申請書の提出を受けた場合は、その内容を審査し、給付の適否を決定した上

で、給付を行うときは省令第９条第２項に規定する養育医療券（以下「養育医療券」という。）

を申請者に交付するとともに養育医療給付決定通知書により指定養育医療機関に通知し、給付を

行わないときは養育医療給付却下通知書により申請者に通知するものとする。 

（養育医療券の再交付） 

第３条 養育医療券を破損し、汚損し、又は紛失したときは、養育医療券再交付申請書により、市

長に養育医療券の再発行を申請することができる。 

（養育医療の継続給付） 

第４条 第２条第３項の規定により養育医療券の交付を受けた者で、当該養育医療券の有効期間を

超えて養育医療の給付を受けようとするもの（以下「継続給付申請者」という。）は、当該有効

期間の満了する日の１５日前までに、養育医療給付申請書に養育医療意見書を添えて市長に提出

しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出を受けた場合は、その内容を審査し、継続給付の適否を決定した

上で、継続給付を行うときは養育医療券を継続給付申請者に交付するとともに養育医療給付決定

通知書により指定養育医療機関に通知し、継続給付を行わないときは養育医療給付却下通知書に

より継続給付申請者に通知するものとする。 

（養育医療に要する費用の支給） 

第５条 法第２０条第３項第４号（看護に係る部分に限る。）又は第５号に掲げる給付に代えて養

育医療に要する費用（以下「養育医療費」という。）の支給を受けようとする者は、養育医療費

支給申請書を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出を受けた場合は、その内容を審査し、養育医療費の支給の適否を

決定し、支給を行うときは養育医療費支給決定通知書により、支給を行わないときはその旨を申

請した者に通知するものとする。 

（費用の徴収額） 

第６条 法第２１条の４第１項の規定により徴収する養育医療の給付に要する費用の額（以下「費

用の徴収額」という。）は、別表第１の規定により算定した額とする。 

（費用の徴収額の特例） 



第７条 前条の規定にかかわらず、納入義務者が本市が行う医療費助成制度の対象者に該当する場

合は、市長は、前条の規定により算定した額から当該医療費助成を受けることができる額に相当

する額を控除した額を徴収額とすることができる。 

（様式） 

第８条 この規則で使用する様式は、別表第２に掲げるとおりとし、その内容は別に定める。 

（委任） 

第９条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は，平成２５年４月１日から施行する。 

 

  



別表第１（第６条関係） 

納入義務者の属する世帯の階層区分 基準月額 加算基準月額 

Ａ

階

層 

生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む。）

及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰

国後の自立の支援に関する法律による支援給付受給

世帯（単給世帯を含む。） 

０円 ０円

Ｂ

階

層 

Ａ階層に属する世帯を除き、現年度分の市町村民税

非課税世帯 

２，６００円 ２６０円

Ｃ

階

層 

前年分の

所得税非

課税世帯

であって、

現年度分

の市町村

民税の均

等割又は

所得割課

税世帯 

Ｃ１

階層 

現年度分の市町村民税の均等割

のみ課税世帯 

５，４００円 ５４０円

Ｃ２

階層 

現年度分の市町村民税の所得割

課税世帯 

７，９００円 ７９０円

Ｄ

階

層 

Ａ階層及

びＢ階層

に属する

世帯を除

き、前年分

の所得税

課税世帯 

Ｄ１

階層 

前年分の所得税の額が 

１５，０００円以下である世帯 

１０，８００円 １，０８０円

Ｄ２

階層 

前年分の所得税の額が 

１５，００１円以上 

４０，０００円以下である世帯 

１６，２００円 １，６２０円

Ｄ３

階層 

前年分の所得税の額が 

４０，００１円以上 

７０，０００円以下である世帯 

２２，４００円 ２，２４０円

Ｄ４

階層 

前年分の所得税の額が 

７０，００１円以上 

１８３，０００円以下である世帯

３４，８００円 ３，４８０円

 



  Ｄ５

階層 

前年分の所得税の額が 

１８３，００１円以上 

４０３，０００円以下である世帯

４９，４００円 ４，９４０円

Ｄ６

階層 

前年分の所得税の額が 

４０３，００１円以上 

７０３，０００円以下である世帯

６５，０００円 ６，５００円

Ｄ７

階層 

前年分の所得税の額が 

７０３，００１円以上 

１，０７８，０００円以下であ

る世帯 

８２，４００円 ８，２４０円

Ｄ８

階層 

前年分の所得税の額が 

１，０７８，００１円以上 

１，６３２，０００円以下であ

る世帯 

１０２，０００円 １０，２００円

Ｄ９

階層 

前年分の所得税の額が 

１，６３２，００１円以上 

２，３０３，０００円以下であ

る世帯 

１２３，４００円 １２，３４０円

Ｄ１０

階層 

前年分の所得税の額が 

２，３０３，００１円以上 

３，１１７，０００円以下であ

る世帯 

１４７，０００円 １４，７００円

Ｄ１１

階層 

前年分の所得税の額が 

３，１１７，００１円以上 

４，１７３，０００円以下であ

る世帯 

１７２，５００円 １７，２５０円

Ｄ１２

階層 

前年分の所得税の額が 

４，１７３，００１円以上 

５，３３４，０００円以下であ

る世帯 

１９９，９００円 １９，９９０円

 



  Ｄ１３

階層 

前年分の所得税の額が 

５，３３４，００１円以上 

６，６７４，０００円以下である

世帯 

２２９，４００円 ２２，９４０円

Ｄ１４

階層 

前年分の所得税の額が６，６７

４，００１円以上である世帯 

養育医療の給

付に要する費

用の全額 

左の基準月額の

１０パーセント

に相当する額。 

ただし、その額が

２６，３００円に

満たない場合は 

２６，３００円 

備考 

１ この表において「均等割」とは地方税法第２９２条第１項第１号に規定する均等割をい

い、「所得割」とは同項第２号に規定する所得割（この所得を計算する場合には、同法第

３１４条の７、第３１４条の８、附則第５条第３項、附則第５条の４第６項及び附則第５

条の４の２第５項の規定は適用しないものとする。）をいう。この場合において、地方税

法第３２３条に規定する市町村民税の減免があったときは、その額を所得割の額又は均等

割の額から順次控除して得た額を所得割の額又は均等割の額とする。 

２ この表において「所得税」は、所得税法、租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）

及び災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律の規定並びに控除廃止の影

響を受ける費用徴収制度等（厚生労働省雇用均等・児童家庭局所管の制度に限る。）に係

る取扱いについて（平成２３年７月１５日雇児発０７１５第１号厚生労働省雇用均等・児

童家庭局長通知）により計算するものとする。ただし、所得税の額を計算する場合には、

次の規定は適用しないものとする。 

(1) 所得税法第７８条第１項（同条第２項第１号、第２号（地方税法第３１４条の７第１

項第２号に規定する寄附金に限る。）及び第３号（地方税法第３１４条の７第１項第２

号に規定する寄附金に限る。）に規定する寄附金に限る。）、第９２条第１項並びに第

９５条第１項から第３項までの規定 

(2) 租税特別措置法第４１条第１項、第２項及び第３項、第４１条の２、第４１条の３の

２第１項、第２項、第４項及び第５項、第４１条の１９の２第１項、第４１条の１９の

３第１項及び第２項、第４１条の１９の４第１項及び第２項並びに第４１条の１９の５



第１項の規定 

(3) 租税特別措置法の一部を改正する法律（平成１０年法律第２３号）附則第１２条の規

定 

３ 前年分の所得税又は現年度分の市町村民税が確定していない場合の取扱いについては、

これが確定するまでの期間は、前々年分の所得税又は前年度分の市町村民税によるものと

する。 

４ 養育医療の給付を受けた児童に民法（明治２９年法律第８９号）第８７７条に規定する

扶養義務者がなく、当該児童に所得税又は市町村民税が課されていないときは、費用の徴

収額の算定は行わないものとする。 

５ 費用の徴収額は、納入義務者（当該養育医療の給付を受けた者又はその扶養義務者をい

う。）の属する世帯の階層区分に応じ、それぞれ同表の基準月額の欄に定める額（以下「基

準月額」という。）とする。 

 ６ 同一世帯に所得税を課税されている納入義務者が２人以上いる場合における当該世帯の

階層は、それぞれの納入義務者の所得税額の合算額により決定する。 

７ 同一世帯にＣ階層に属する納入義務者が２人以上いる場合において、納入義務者がそれ

ぞれＣ１階層、Ｃ２階層に属するときは、当該世帯の階層はＣ２階層とする。 

８ 同一の世帯から同一月内に２人以上の者が養育医療の給付を受けた場合における費用の

徴収額は、納入義務者の属する世帯の階層区分の欄に定める階層区分に応じ、当該養育医

療の給付を受けた者のうちその月の徴収額の最も多額なもの（以下「算定対象者」という。）

については基準月額とし、算定対象者以外のものについては加算基準月額の欄に定める額

とする。 

９ 月の途中において養育医療の給付を受け、又は給付を受けることを中止した者の当該月

分の費用の徴収額は、納入義務者の属する世帯の階層区分の欄に定める階層区分に応じ、

算定対象者にあっては基準月額の欄に定める額に、算定対象者以外の者にあっては加算基

準月額の欄に定める額に、それぞれ当該月において養育医療の給付を受けた日数を乗じて得

た額を当該月の日数で除して得た額とする。ただし、Ｄ１４ 階層にあっては、この限りでない。

１０ 第５号から前号までにより算出した額が法第２１条の規定により市が支弁した額を

超えるときは、市が支弁した額を費用の徴収額とする。 

１１ 第５号から第９号までにより算出した額に１円未満の端数が生じたときは、これを切

り捨てるものとする。 

 



別表第２（第８条関係） 

様式番号 様式の名称 関係条文 

第１号様式 養育医療給付申請書 第２条及び第４条 

第２号様式 養育医療意見書 第２条及び第４条 

第３号様式 世帯調書 第２条 

第４号様式 養育医療給付決定通知書 第２条及び第４条 

第５号様式 養育医療給付却下通知書 第２条及び第４条 

第６号様式 養育医療券再交付申請書 第３条 

第７号様式 養育医療費支給申請書 第５条 

第８号様式 養育医療費支給決定通知書 第５条 

 


